平成２６年度　第２６回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年３月１６日（月）午前１０時３０分～１１時１０分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　委　　員　　中　原　　　都

　　委　　員　　上　田　博　久

　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　河　村　　　淳　　

　　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


　　議案第１号　職員の採用選考について
　　議案第２号　職員の昇任選考について

　　報告第１号　平成２６年度労働基準及び労働安全衛生実態調査（事業場調査）の結果について　　   

　　
	５　議事の公開・非公開


　　議案第１号及び第２号は非公開、報告第１号は公開とした。
	６　議　事


　
　１　議案第１号

　　　職員の採用選考について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

　２　議案第２号

　　　職員の昇任選考について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

  ３　報告第１号　

　　　平成２６年度労働基準及び労働安全衛生実態調査（事業場調査）の結果について事務局が説明し

　　た。
【説　明】

①　調査概要

労働基準法及び労働安全衛生法遵守の観点から、人事委員会が労働基準監督の職権を行使する１１５事業場（１２号事業場（教育・研究・調査）及び官公署）に対して実施した。調査内容は次のとおり。

（１）労働安全衛生法に規定される基準・遵守事項関係

（２）労働基準法に規定される基準・遵守事項関係

（３）勤務時間管理の実態

②　調査結果、対応等

（１）労働安全衛生法に規定される基準・遵守事項関係

ア　安全衛生管理体制（クレーン取扱体制、衛生管理者、安全推進者（知事部局）、衛生推進者等の選任状況並びに衛生委員会の開催）

【調査結果】

・特段の指導事項なし。

イ　事故発生回数・死傷病者数

　【調査結果】

・労働者死傷病報告の報告漏れが１件あった。（既に報告済み）

ウ　有害な業務の有無・定期自主検査実施状況

    　【調査結果及び対応等】

・特段の指導事項なし。

　　　・昨年度、有機溶剤の取扱いに不備のあった鳥取湖陵高校並びに特定化学物質の取扱いに不備のあった警察本部については、いずれも本年度は該当の有機溶剤等の取扱いを行っていないことを確認した。

（２）労働基準法に規定される基準・遵守事項関係（勤務時間割振、週休日）

　特段の指導事項なし。

（３）勤務時間管理の実態

　　　　　　　　　調査対象：１２事業場（３６協定を締結する１２号事業場（５５事業場）のうち前
　　　　　　　　　　　　　　回調査において指導事項のあった１０所属及び今回セルフチェックによ
　　　　　　　　　　　　　　り違反報告のあった２所属）

【調査結果】

・「時間外勤務及び休日勤務に関する協定（３６協定）」を超えて時間外勤務・休日勤務を行わせている事例、就業時間又は時間外勤務を終えた時間と退庁時間が乖離している事例があった。

	
	調査対象

事業所数
	３６協定違反

事業所数
	乖離あり事業所数

（月6又は10回以上）

	知事部局
	  　　６
	     １（１）
	５

	教育委員会
	      ６
	     ２
	２

	合計
	    １２
	     ３
	７


※　括弧書きは再発により文書で改善結果等の報告を求めている所属数

【対応等】

・３６協定違反があった各所属での協定違反者数は１～３名であり、協定遵守に係る意識向上により違反は十分防げると思われるため、「協定違反は努力目標ではなく使用者に刑事罰が科される可能性もあること」、「協定遵守が不可能となった時点で直ちに変更届を提出すること」、等の注意事項と併せて、当該違反所属に対し文書により是正指導を行うとともに、知事部局の違反１所属は昨年度調査に引き続き協定違反が生じていたため、文書により対応結果の報告を求めることとした。
③　今後の労働基準監督、労働安全衛生管理について

近年、特に危険・有害業務に係る関係法令の適用の有無等の調査指導により、法令の遵守状況については大幅に改善されてきている。

一方、依然として本調査により法規制の不徹底等が発覚するものもあり、今後も本調査等を通じて各事業場に対し継続して指導助言していくとともに、来年度の事業場調査において法令遵守の状況の確認、指導を行うことはもとより、36協定違反再発に係る対応結果の報告を求めている所属に対しては、改善状況の確認を行うこととする。
【質　疑】
委　員

　　「③　今後の労働基準監督、労働安全衛生管理について」において、法令の遵守状況については大

　幅に改善されてきているとあるが、目標値はあるのか。

事務局

　　３６協定の関係でいうと違反ゼロにしたいというのは目標としてある。知事部局では１月当たりの

　限度時間の違反が１名で、教委では１名と３名であった。目標はゼロにすることである。

事務局

　　３６協定違反は労働基準法に基づくものであり、乖離は法的に何かあるのではなく任意のものであ

　る。法律に基づくものはゼロにしていかないといけない。乖離のほうはゼロにしていこうという県と

　しての指導事項になるもの。

委　員

　　乖離の部分はサービス残業の温床になっていないかどうかが懸念されるところ。３６協定違反をな

　くすため、サービス残業をしていたら意味がない。

事務局

　　時間外勤務命令がなされない場合や命令がなされて申請・実績をあげていてもさらに残っている場

　合にサービス残業をしている部分はありうるかもしれない。そういうことがないように指導していか
　なければいけない。個人が勉強のために残っている部分もあるかもしれない。

事務局

　　乖離はなかなか難しい部分がある。乖離がある部分は時間外勤務が必要であったのかを確認する必

　要があるため、指導していく必要はある。ただ、乖離の有無についてだけ厳しくしすぎると、ICカー
　ド上のみ退庁していて、実際には残っている例も起こりうるので、指導にあたっては考えないといけ
　ない。

事務局

　　３６協定において官公署は対象外であり、したがって本庁は対象外である。

事務局

　　本庁については任命権者が乖離状況を把握していて、人事委員会は把握していない。

委　員

　　人事委員会の権限外であるか。

事務局

　　権限外というわけではない。

委　員

　　そもそもなぜICカードを導入したかというと、実態を把握するためで、なぜ把握する必要がある

　かというとタイムカードがあてにならないというところがあったから。さらにICカードで不適切な

　運用をしたら把握しないということにはならないと思う。

事務局

　　知事部局は毎月乖離状況を公表している。

委　員

　　それを見て何か感じるところがあれば、勧告・報告でふれても良いかもしれない。

　　　
	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２７年３月２７日（金）午後３時から開催することとした。
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